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ち、単一測定単位で測定 されたものと仮定される。 連結財務諸表上では、そ れゆえ、単一測定単位
が共通 の測定単位とされ、連結財務諸表はこの単一測定単位で表現 された換算後のこれら在外子会
社等の財務諸表の集合体と考えられることになる。 犬 ト
単一測定単位概念の考え方にもとづ いて外貨表示財務諸表 の換算を行なう べきである、と主張す
るものに『財務会計基準書』第8 号がある。当該基準書においては、換算の目的を 「外貨に よって
測定され又は外貨建てとなっている資産、負債、収益又は費用を（a）下 ルに よしり、（b）米国で一般に
認められた会計原則に準拠 して測定し かつ表現することである。」(9）と述べ、単一測定 単位とし ての
ドルの存在が換算において不可欠なものとして認識されている。『財務会計基準書』第8 号では、換
算の目的 との関連において 「単一 の測定単位か複数の測定単位か」の問題を検討し、付録D の「結
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論の論拠」 の箇所において以下のような相互に排他的な二つ の換算目的を提示 している(10)。
換算 の目的C ：換算された外貨の金額を含む財務諸表が、単一の測定単位を 有す ること。すなわ
ち、外貨で測定され若し くは外貨建てとなっている資産、負債、収益又は費用を
ドルで表示するだけでな く、それらをドルで測定す ること。
換算の目的D ：資産、負債、収益及び費用の測定に用いた各 々の通貨を測定 単位 として維持する
十 こと。 すなわち、外貨で測定された資産√負債、収益及び費用をドルで表示する
が、測定単位としての外貨を維持す ること。
『財務会計基準書』第8 号では、これらの換算の目的を連結財務諸表の作成 目的 との関連から検
討し、その結果、「連結財務諸表の基礎となる単一企業の考え方に より、測定単位は単一であること
が要求される丿11)との基本的認識にもとづ き、単一測定概念の考え方を是 とし てい る。 すなわち、
「連結財務諸表の 目的は、主 として、親会社の株主及び債権者 のために、実質 上、あたかも連結グ
ル ープがいくつかの支店又は部門を有する単一 の企業であるかのごと く√親会 社とその子会社の経
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れら両説の要点を以下のように比較して図示されている(29)
I 外貨尺度否定説における会計の測定In 外貨尺度説における会計の測定l











































































































































VI. 単 一 測定 単 位 と 連 結会 計 主 体
単一測定単位との関わりにおいて検討しなければならないもう一つ の問題は、単一測定単位とし
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計原則や基準が尊重され、それらが連結財務諸表のなかに反映されねばならな いことになる。法的
制度や通貨を同じくす る国内におけ る連結の場合には、連結集団全体が共通 の同質的な社会的、経
済的環境に帰属してい るため、企業集団全体を連結財務諸表の作成主体とす ることにはなんらの問
題もない。しかし、経営活動が国際的な広がりを持ち、異質な経済、社会環境 に帰属す る企業を も
有する企業集団 の場合には、多様な環境に置かれている集団内の個 々の企業 の経営活動 を連結財
務諸表へと統一し、収斂するための核 となるべき企業の存在が絶対に不可欠である。そ のよう=な核
となるべき企業 の存在を否定する企業実体説は、連結財務諸表 の作成 に関 し てむしろ 混乱を助長
するのみ懲、なんら問題解決の解決に寄与し得る力を有していない。事実、本国主義の立場からテ
ンポラル法に よる換算を主張する『財務会計基準書』第8 号においても、現地主義 の立場 から決算
日レート法を基本としながら も、場合によっては状況法が適用されるべきことを主張する『財務会
計基準書』第52 号において も、丁米国で一般に認められた会計原則に準拠して」換算が行なわれるべ
きことが主張されている(4G)。こ のことは、事実上、米国企業を親会社とす る連結会計におい ては、
米国の企業を主体とする連結財務諸表が作成されるべきことを物 語ってい る といえ るで あろ ‰
すなわち、現実には、親会社概念にもとづいて連結が行なわれることを物語 っているといえる。さ
らにいえば、現地企業 の状況を適切に反映すべきとする現地主義を主張する決算日レート法の論拠









ある。」（47）と述べてい る。 しかし、これ まで度 々指摘してきたように、連結財務諸表は親子会社から
なる企業集団を、親会社からみてこれを単一 の会計実体と擬 制して作成 さ れた財 務諸表 である。
個 々の現地企業の意思決定や業績評価に役立つのは、連結財務諸表 より乱 現地企業の個別財務諸
表であることは火を見 るよりも明らかなことであるレ 連結財務諸表を個 々の在外企業の個別的な経
営管理上の情報 として有効に役立て ようとする考え方自体に無理があることを 十分に認識する必要
があろ う。
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